
disclosure
2019
北海道信用保証協会レポート



ごあいさつ

北海道信用保証協会

会長　山谷　吉宏

　平素は、北海道信用保証協会の業務運営につきまして、格別のご支援、
ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　本年度も当協会の業務内容や事業実績、年度経営計画等についてご紹介
するディスクロージャー誌「北海道信用保証協会レポート2019」を作成しました。
本誌を通じて当協会へのご理解を深めていただければ、幸甚に存じます。
　さて、北海道経済は、設備投資の増加や観光の好調な推移、さらには個人
消費の回復基調を背景に緩やかな回復を続けております。
　昨年9月には北海道胆振東部地震が発生し、その後の北海道経済の減退が
懸念されましたが、国による早期支援策の積極的な展開に加え、官民の総力を
結集した復興努力により、落ち着きを取り戻しつつあります。
　しかしながら、道内経済の中心的な役割を担う中小企業・小規模事業者の
皆様においては、人口減少や少子高齢化に起因する地域経済の縮小に加え、
人手・人材不足の顕在化、事業承継の困難化など、その経営環境には難しい
課題が山積しております。
　このような中、当協会では平成30年度から「新たな信用保証制度」の運用
が開始されたことに伴い、セーフティネット機能の強化、小規模事業者への支援
拡充、さらには創業・事業承継の一層の促進等に加え、金融機関と連携した
経営支援の取り組みを強化してまいりました。
　今後も、被災された道内中小企業・小規模事業者の復旧・復興を引き続き
サポートすることはもとより、中小企業・小規模事業者の資金繰り円滑化の
ために、各ライフステージに対応した保証を推進してまいります。
　さらには、国や地方公共団体の施策に呼応し、多様化する中小企業・小規模
事業者の皆様のニーズに迅速かつ的確に応えるとともに、金融機関・関係
機関の皆様と連携し、地方創生への貢献を果たしていく所存です。
　おかげさまで、当協会は令和元年5月をもちまして創立70周年を迎えることが
できました。これからも「企業とともに、地域のために」役職員一同、中小企業
金融の円滑化を通し、北海道の地域経済発展に貢献できるよう全力を尽くして
取り組んで参りますので、引き続き皆様のご支援、ご協力を賜りますようお願い
申し上げます。　 

令和元年7月　
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昭和24年3月29日
昭和24年4月28日
昭和24年5月 1 日
昭和29年4月 1 日

社団法人北海道信用保証協会設立認可
設立登記
業務開始
信用保証協会法に基づき認可法人に組織変更

01 北海道信用保証協会の概要

沿革

根拠法

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

信用保証協会法（昭和28年8月10日法律第196号）

関係法
中小企業信用保険法（昭和25年12月14日法律第264号）

目的
中小企業者等のために信用保証の業務を行い、もってこれらの者に対する
金融の円滑化を図ることを目的とする。（定款第1条）

基本財産
57,200百万円（平成31年3月31日現在）

利用企業者数
47,227企業（平成31年3月31日現在）

保証債務残高
件数：８5,665件
金額：687,684百万円（平成31年3月31日現在）

役職員数
200名（平成30年3月31日現在）

ホームページアドレス
http://www.cgc-hokkaido.or.jp

信用保証協会とは
　事業の維持、創造・発展に努める中小企業者に対して、公的機関として、その
将来性と経営手腕を適正に評価することにより、企業の信用を創造し、「信用
保証」を通じて金融の円滑化に努めるとともに、相談、診断、情報提供といった
多様なニーズに的確に対応することにより、中小企業の経営基盤の強化に寄与
し、もって中小企業の振興と地域経済の活力ある発展に貢献します。

≪信用保証協会事業の基本理念≫
北海道信用保証協会PRキャラクター

オーエンくん シエンちゃん
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平成30年度の
取り組み
　　北海道胆振東部地震への
　　取り組み

　　創業支援の取り組み

　　経営支援の取り組み

　　顧客サービス向上の取り組み

　　頼れる存在へ
　　（経営相談の取り組み）

　　身近な存在へ
　　（広報活動）
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災害直後の復興対策から将来の危機管理対応への支援まで
体制を整え、ニーズに合わせた支援策を展開し迅速かつ
弾力的に対応しました。

北海道胆振東部地震への対応

　自然災害等の有事において、短期的な運転資金を供給することによって、喫緊の資金繰りを
支援し、中小企業・小規模事業者の事業継続を後押しする当協会の独自制度です。
　平成30年9月6日の地震発生を受け、翌週の12日に創設しました。

① 特別相談窓口を本店および道内各支店に設置、9月中は休日も開設しました。
② 道制度融資に係る信用保証料の割引を実施しました。
③ 当協会の保証制度をはじめ、国の災害対応制度や道の融資制度など、震災に係る各種支援策を
　 一冊で網羅した「保証のしるべ 臨時号」を発行しました。

　事業継続計画（BCP）の策定、BCPの見直しおよびBCPに基づく環境整備に取り組むために必
要な資金の円滑化を図るものです。
　北海道胆振東部地震の発生後、BCP策定または見直しといった課題への意識が高まっている
ことをふまえ創設しました。

「緊急短期資金保証」の展開1

復興支援に係る取り組み2

「BCP策定サポート保証」の創設3

緊急短期資金保証

平成30年度

3,429百万円411件

05



平
成
30
年
度
の

取
り
組
み

創業を予定されている方や、
創業後間もない中小企業の皆様をサポートしています。

創業支援の取り組み

　また、創業支援後には、適宜、企業訪問を
実施するほか、専門家派遣の実施や過年度
に訪問した事業者様に対するフォローアップ
支援にも取り組んでいます。

　創業を予定されているお客様や創業後間もないお客様からのご相談について、創業支援機関として
の機能強化に努めています。
　なお、平成30年から「創業関連保証」の限度額が1,000万円から2,000万円に拡充されています。

平成30年度 平成29年度

1,387件　5,930百万円 1,283件　4,959百万円創業関連保証・創業等関連保証

創業者に対する事業者訪問

平成30年度（事業者数）

225

創業者に対する専門家派遣 76

創業者フォローアップの実施 36

創業保証の実績（保証承諾）1

① 学生向け創業セミナー
　学生が創業に対し興味・関心を抱いていただくことを目的に、平成26年度から大学および
専門学校で創業セミナーを開催しています。
　平成30年度は、4回の創業セミナーを開催し、延べ64名の学生にご参加いただきました。

② 創業者向けセレクトセミナー
　創業を予定されている方や創業後間もな
い方の支援を目的として、「創業者向けセレ
クトセミナー」を開催しました。（業務提携を
結んだ日本政策金融公庫と初の共催）
　平成30年8月23日（木）を第1回目として、
創業に役立つ4つのテーマについて、参加者
が興味のあるものだけ選択したうえで受講
できる形式で開催しました。
　第3回と第4回は北海道胆振東部地震の
発生により延期となりましたが、平成31年1月
に開催しました。
　延べ90名の方にご参加いただきました。

創業に関する情報発信2

　創業に必要な知識について理解を広めるとともに、創業マインドの醸成を目的に、様々な取り
組みを行っております。
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③ 「創業サポートガイド」の作成
　創業を考えている方向けに、書き込みながら創業について学んでいける「ドリル式」のガイド
ブックを作成しました。
　これまで当協会が創業を支援してきた実績をもとに、基礎知識や重要なポイントが学べるよう
に工夫されています。

④ 創業情報誌 BSTJ
　地域への創業に関する情報発信と掲載事業者様のＰＲを目的として創業情報誌「BUSINESS 
SUPPORT TEAM JOURNAL（BSTJ）」を発行しています。
　平成30年度については、3回発行しました。

⑤ 動画オーエンチャンネル
　平成27年度から、北海道で活躍している創業者を紹介する
動画コンテンツ「オーエンチャンネル」をYouTubeで配信
しています。
　北海道で活躍している創業者を取材させていただき、創業
の動機や経緯、これから創業される方へのアドバイス・メッ
セージなどを、動画で配信することで、リアルに実態を感じて
いただけます。
　平成30年度については、3回の配信をしました。
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⑥ facebook「創業・経営支援チーム」
　当協会では「創業・経営支援チーム」という愛称名でfacebookページを開設し、創業支援に
関する情報に加え、経営支援に関する様々な情報も発信しています。

創業・経営支援チーム

http://www.facebook.com/cgc.hokkaido.sougyoushien.teamfacebookページ

中小企業・小規模事業者の経営改善の促進に取り組んでいます。

経営支援の取り組み

　保証先中小企業・小規模事業者の経営改善を促進するため、地域金融機関等と連携して外部
専門家を活用した経営改善支援事業を実施しています。
　経営改善支援事業の経営支援ツールとしては、「専門家派遣」、「経営診断」、「経営改善計画策定
支援」の3種類となります。
　平成30年度は、全道238の事業者様に経営支援ツールをご利用いただきました。

専門家派遣 経営診断 経営改善計画策定支援 合　計

183 23 32 238事業者数

経営改善支援事業1

経営改善支援事業リーフレット
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　平成25年度から当協会独自の専門家派遣事業を実施しており、事業開始後、外部専門家を
69企業に191回派遣しています。

専門家派遣事業（当協会独自）2

　保証利用企業者様の多様なニーズを把握するため、企業訪問を実施しています。専門家による
診断・助言が必要な中小企業・小規模事業者の方に対しては、当協会の専門家派遣制度により専
門家を派遣し、事業の維持・発展に向けた経営支援を実施しています。
　平成30年度は90事業者様に企業訪問を実施しました。

専門家派遣訪問数

490事業者数

企業訪問の実施3

　個別中小企業・小規模事業者を支援する枠組みである経営サポート会議を設置しています。
　平成30年度においては経営サポート会議を165回開催しました。

　事業者の経営改善計画策定の促進を通じた経営改善支援を目的として、国の「認定支援機関に
よる経営改善計画策定支援事業」の支援を受けられた方に対して、経営改善計画策定費用の一部
補助(上限10万円)を行っています。
　平成30年度は、利用申請については5件、交付申請については8件の実績となっています。

経営改善計画策定支援事業（計画策定費用補助）4

経営サポート会議5
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求償権直接放棄

第二会社方式による
実質的債権放棄

求償権不等価譲渡

　公的機関および金融機関の再生支援部署等と連携し、事業再生支援に取り組んでいます。

事業再生支援の取り組み6

24百万円

113百万円

58百万円

1件

2件

1件

平成29年度

2件

1件

112百万円

44百万円

保証付ＤＤＳ 17百万円1件 ―

―

3件 56百万円求償権消滅保証 92百万円7件

　「事業承継サポートデスク」を設置し、中小企業・小規模事業者の
皆様の事業承継に関する支援体制を構築しています。サポートデスク
では、事業承継に関するご相談はもちろんのこと、関係機関との
有機的連携体制の強化に取り組んでいます。
　また、新たに創設された特定経営承継関連保証や事業承継サポート
保証の利用促進に取り組んでいます。

事業承継支援の取り組み7

平成30年度

特定経営承継関連保証

平成30年度

26百万円2件

事業承継サポート保証 145百万円3件

　「海外展開サポートデスク」を設置し、中小企業・小規模事業者の
皆様の海外展開に関する支援体制を構築しています。
　海外投資関係保険の利用を促進し、これまで新輸出大国コンソー
シアムへの加入や中小企業基盤整備機構北海道本部との覚書締結、
ASEAN事務局長を招いて勉強会を開催するなど、関係機関との連携
を深めています。

海外展開支援の取り組み8

海外投資関係保険

平成30年度

40百万円1件
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　当協会が事務局となり、中小企業・小規模事業者の経営改善・事業再生の支援を通じて地域経済
の活性化に貢献することを目的に、金融機関および中小企業・小規模事業者関係機関等からなる
「北海道中小企業支援ネットワーク」を構築しています。
　平成30年度においては、第13回・第14回目となる全体会議を開催し、第14回会議においては、
地域における事業承継支援、および経営支援・再生支援等の取り組みの情報共有を目的として、
札幌市、旭川市、釧路市の3ヵ所にて開催しました。

北海道中小企業支援ネットワーク9

平
成
30
年
度
の

取
り
組
み

中小企業・小規模事業者の
多様なニーズに応えるよう努めています。

顧客サービス向上の取り組み

　資金調達力が乏しい小規模事業者の持続的な発展のため、小規模事業者向け100%保証の
限度額の引き上げを実施しました。（限度額1,250万円→2,000万円）
　北海道中小企業総合振興資金「小規模企業貸付」に係る信用保証料の割引を平成30年度も継続
して実施しました。

　多様化する中小企業・小規模事業者のニーズに的確に応え、ライフステージに応じた適切な政策保証
制度の利用を推進しています。

小規模事業者向けの取り組み1

平成30年度 平成29年度

5,736件　25,418百万円 4,729件　17,856百万円

3,104件　21,718百万円 3,209件　19,943百万円

1,101件　11,980百万円 1,296件　12,510百万円

2,003件　  9,738百万円 1,913件  　7,432百万円

小口零細企業保証

（小規模）

（小　口）

道小規模
貸　　付
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「経営者保証に関するガイドライン」の活用実績

経営者保証に関する対応2

① 代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証
契約を解除し、かつ、新代表者との保証契約を締結しなかった件数

② 代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証
契約を解除する一方、新代表者との保証契約を締結した件数

③ 代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証
契約は解除しなかったが、新代表者との保証契約は締結しなかった件数

④ 代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証
契約を解除せず、かつ、新代表者との保証契約を締結した件数

平成30年度

※法人・個人を含む

A 信用保証を承諾した件数※

B 無保証人で信用保証を承諾した件数※

信用保証を承諾した件数のうち無保証人の割合 【B／A】※

既存の保証付き融資について、保証人の保証契約を解除した件数

「経営者保証に関するガイドライン」により保証債務整理を成立させた件数

代
表
者
の
交
代
時
に
お
け
る
対
応

13,757

2,471

18.0%

126

39

19

490

232

64

805

14,686

2,292

15.6%

119

27

37

426

166

24

653

28,443

4,763

16.7%

245

66

56

916

398

88

1,458①～④の合計

　事業継続のために迅速な資金調達を必要とする中小企業・小規模事業者の目線に立って対応
することを第一とし、金融機関との連携を通じて、中小企業・小規模事業者の経営改善と生産性
の向上に努めています。
　そのうえで、経営の改善発達を促進する観点からプロパー融資が必要と判断される場合には、
個々の中小企業・小規模事業者の実態や事案に応じてリスク分担による支援を要請しています。

　経営者が自主的に廃業を決断する場合に必要となる資金の調達が円滑に行えるよう、自主廃業
支援保証を新たに創設しました。

金融機関との適切なリスク分担3

円滑な撤退支援4

自主廃業支援保証 1件　　　30百万円

平成30年度

年度計
平成30年10月

～

平成31年3月

平成30年4月

～

平成30年9月
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平
成
30
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度
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り
組
み

中小企業・小規模事業者の身近な相談窓口として
「顔の見える協会」を実践しています。

頼れる存在へ

① 経営金融相談窓口
　中小企業診断士、全国信用保証協会連合会認定経営アドバイザーの有資格者を関係機関の
経営金融相談室に派遣しています。（平成30年度68回派遣）

② 経営金融相談フリーダイヤル
　道内の中小企業者の皆様からの様々なご相談にお応えするためにフリーダイヤルを設置し、
中小企業診断士、全国信用保証協会連合会認定経営アドバイザーの有資格者がお応えして
います。

③ 夜間経営相談窓口
　主に夜間しか時間が取れない創業準備段階の方や経営者のために、月2回、本店にて夜間相談
窓口を開設しています。

④ 金融機関紹介窓口
　取引金融機関がない場合や既往の取引金融機関から十分な融資を受けられない場合に、
当協会が他の金融機関を紹介する相談窓口を設置しています。

経営金融相談専用ダイヤル
道内の中小企業・小規模事業経営者の皆様の経営･金融相談をお受けしております。
ご相談は無料ですのでお気軽にご利用ください。

フリーダイヤル　0120-279-540
フリーダイヤルがご利用いただけない場合は、本店・業務部 企業支援課011-241-5605をご利用願います。

13



お客様にとってより身近な
信用保証協会となるよう広報活動を行っています。

身近な存在へ

　四半期ごとに発行し、金融機関や市町村、商工会議所等の関係機関、約1,600先に2,100部を
配布しています。

広報誌「保証のしるべ」1

　保証協会の仕組みやおすすめの各種保証制度の情報を「信用保証のご案内」として毎年発行
しています。
　また、保証キャンペーンや各種制度改正等の情報を各種リーフレットにて提供しています。

　より多くの皆様に信用保証協会についてのご理解を深めて
いただくために、ホームページを開設しています。
　信用保証制度の仕組みや制度融資の紹介、経営支援メニュー
など、様々な情報を分かりやすく提供するよう努めています。

各種パンフレット・リーフレットの発行2

ホームページ3

平
成
30
年
度
の

取
り
組
み

北海道信用保証協会

14
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② 「ビジネスEXPO 第32回 北海道 技術・ビジネス交流会」
平成30年11月8日（木）、9日（金）

　ビジネスフェアへの出展を通して、創業支援や経営支援をはじめとした当協会における各種支援
の取り組みについてご紹介させていただきました。

① 「北洋銀行ものづくりテクノフェア2018」
平成30年7月26日（木）

ビジネスフェアへの出展4
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平成30年度
業務概況
　　業務概況推移
　　（平成10年度～30年度）

　　平成30年度
　　業務統計

1

2

03

16



9,413 10,546 14,048 19,744 15,730 14,219 11,554 12,063 13,924 21,749 34,111

685,544605,226 421,138 401,216 317,171 352,903 416,962 417,062 503,630 586,633 490,674

■ 保証承諾

H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

800,000

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

…金額
…件数

…金額
…件数

…保証利用
企業者数

…金額
…件数

…金額

■ 保証債務残高・保証利用企業者数

■ 代位弁済

■ 求償権回収

平
成
30
年
度

業
務
概
況

平成30年度 業務概況推移（平成10年度～30年度）1

金額（単位：百万円）

金額（単位：百万円）

金額（単位：百万円）

金額（単位：百万円）

不良債権・貸し渋り問題
（H9～H10）経済情勢

当協会の
動き

リーマンショック
（H20.9）

金融安定化特別保証
（H10.10.1～H13.3.31）

責任共有制度開始
（H19.10.1）

4,1023,523 4,080 4,194 5,325 5,100 4,773 5,375 4,732 4,545 4,817

緊急保証

852,064

59,340

887,294

61,244

855,954

61,187

754,763

59,178

677,572

56,223

656,709

53,574

691,207

52,752

797,991

52,290

896,564

54,330

909,452

54,926

1,046,143

54,978

62,244 47,689 45,446 39,289 42,037 45,699 50,705 54,937

65,499

49,379 59,148

116,631 123,612 125,422 122,403 116,444 102,465 105,390 114,337

126,824 128,115 128,749

1,439 1,386 1,957 2,733 2,657 2,438 1,843 1,820 2,139 3,303 4,897
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H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

平
成
30
年
度

業
務
概
況

件数（単位：件）

件数（単位：件）

件数（単位：件）

東日本大震災（H23.3） 北海道胆振東部地震
（H30.9）

新たな信用保証制度の開始
（H30.4.1）

H30年度

（H20.10.31～H23.3.31）

金融円滑化法（H21.12.1～H25.3.31）

85,665

1,132

53,999 42,666 33,814 34,987 33,451 32,203 31,540 29,720 28,870

624,267 499,815 386,656 401,336 398,822 398,384 394,063 352,377 333,743 315,241

1,092,904 1,034,883 958,711 898,870 857,576 832,210 800,406 757,089 719,968

35,384 28,588 28,079 22,873 18,242 13,827 10,595 9,504 8,329 7,564

121,009 112,914 107,385 102,379 98,996 96,669 93,903 90,539 87,835

4,577 3,427 3,421 2,865 2,283 1,745 1,436 1,338 1,171

4,982 4,371 4,677 3,814 3,911 3,654 3,431 3,222 2,976 2,884

55,840 55,639 54,819 53,829 52,693 51,555 50,460 49,310 48,214

687,684

47,227

28,443
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平成30年度
構成比

平成30年度
構成比

平成30年度
構成比

（△1.7）
33.0％

（△5.2）
17.9％

（0.3）
1.2％

（0.0）0.3％（0.7）
6.4％

（5.8）
41.2％

平成29年度
構成比

34.7％

23.1％

0.9％
0.3％

5.7％

35.4％

（0.0）
1.3％

（△0.1）0.4％（0.2）
5.5％

（△0.1）
34.6％

（△2.2）
20.8％

（2.2）
37.4％

平成29年度
構成比

1.3％
0.5％

5.3％

34.7％

23.0％

35.2％

（0.0）0.2％ （0.3）1.1％

（△1.7）
30.7％

（△5.2）
20.4％

（5.8）
39.3％

（0.7）
8.3％

平成29年度
構成比

1.1％ 1.9％

28.0％

17.0％

44.5％

7.5％

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

金融機関群別1

3,750
56,458
104,067
129,871
20,118
997

315,241

3,015
77,100
115,707
117,987
18,882
1,053

333,743

121
3,674
7,517
14,436
2,631
64

28,443

124.4%
73.2%
89.9%
110.1%
106.5%
92.8%
94.5%

■ 都市銀行
■ 地方銀行
■ 第二地方銀行
■ 信用金庫
■ 信用組合
■ その他
合　計

金融機関群
平成30年度

金額前年比金　額件　数

704
13,202
23,041
41,205
7,112
401

85,665

件　数

平成29年度
金　額

8,743
143,255
237,891
257,025
37,750
3,020

687,684

9,402
165,694
250,047
253,439
37,974
3,413

719,968

93.0%
86.5%
95.1%
101.4%
99.4%
88.5%
95.5%

■ 都市銀行
■ 地方銀行
■ 第二地方銀行
■ 信用金庫
■ 信用組合
■ その他
合　計

金融機関群
平成30年度

金額前年比金　額
平成29年度
金　額

件　数
金融機関群

平成30年度
金額前年比金　額

平成29年度
金　額

■ 保証承諾 ＊（　）内は構成比の増減

■ 保証債務残高 ＊（　）内は構成比の増減

■ 代位弁済 ＊（　）内は構成比の増減

平
成
30
年
度

業
務
概
況

8
169
274
536
139
6

1,132

84
1,544
2,321
2,972
625
16

7,564

161
1,416
2,331
3,710
621
91

8,329

52.5％
109.0％
99.6％
80.1％
100.7％
18.0％
90.8％

■ 都市銀行
■ 地方銀行
■ 第二地方銀行
■ 信用金庫
■ 信用組合
■ その他
合　計

平成30年度 業務統計2
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平成30年度
構成比

平成30年度
構成比

平成30年度
構成比

（△0.8）
29.8％

（△0.8）
13.8％

（0.9）
12.7％

（1.2）
16.5％

（△1.0）
10.5％

（△0.2）
5.5％

（0.0）
5.2％ （0.7）

6.0％

平成29年度
構成比

30.6％

14.6％
11.8％

15.3％

11.5％

5.7％

5.2％ 5.3％

（0.9）
20.6％

（△2.9）
22.3％

（1.8）
15.4％

（1.3）
14.1％

（△1.0）
15.8％

（0.0）
3.5％

（△0.9）
0.3％

（0.9）
8.1％

平成29年度
構成比

19.7％

25.2％

13.6％

12.8％

16.8％

3.5％
1.2％ 7.2％

（0.1）
25.4％

（△0.7）
12.0％

（0.0）
12.4％

（0.3）
18.8％

（△0.7）
10.9％

（0.1）
6.0％

（0.5）
7.9％

（0.3）
6.5％

平成29年度
構成比

25.3％

12.7％

12.4％
18.5％

11.6％

5.9％

7.4％ 6.2％

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

業種別2

業　種
金額前年比金　額件　数

平成30年度

金額前年比金　額
平成30年度

平成29年度
金　額

業　種 平成29年度
金　額

93,916
43,541
39,993
52,038
33,165
17,465
16,321
18,801
315,241

102,034
48,684
39,521
50,950
38,254
19,018
17,455
17,828
333,743

8,592
3,262
4,063
5,238
2,581
1,283
1,079
2,345
28,443

件　数
23,430
8,419
11,763
17,982
7,657
4,270
4,210
7,934
85,665

件　数
227
177
213
218
109
43
10
135
1,132

92.0%
89.4%
101.2%
102.1%
86.7%
91.8%
93.5%
105.5%
94.5%

■ 建設業
■ 卸売業
■ 小売業
■ サービス業
■ 製造業
■ 運送倉庫業
■ 不動産業
■ その他
合　計

174,715
82,816
85,330
129,341
74,912
41,294
54,373
44,904
687,684

182,453
91,136
89,116
133,019
83,518
42,732
53,600
44,392
719,968

95.8%
90.9%
95.8%
97.2%
89.7%
96.6%
101.4%
101.2%
95.5%

■ 建設業
■ 卸売業
■ 小売業
■ サービス業
■ 製造業
■ 運送倉庫業
■ 不動産業
■ その他
合　計

金額前年比金　額
平成30年度

業　種 平成29年度
金　額

1,555
1,686
1,164
1,066
1,197
266
22
609
7,564

1,640
2,099
1,132
1,064
1,403
293
97
602
8,329

94.8%
80.3%
102.8%
100.2%
85.4%
90.8%
22.3%
101.1%
90.8%

■ 建設業
■ 卸売業
■ 小売業
■ サービス業
■ 製造業
■ 運送倉庫業
■ 不動産業
■ その他
合　計

■ 保証承諾 ＊（　）内は構成比の増減

■ 代位弁済 ＊（　）内は構成比の増減

■ 保証債務残高 ＊（　）内は構成比の増減

平
成
30
年
度

業
務
概
況
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

地区別3

平
成
30
年
度

業
務
概
況

平成30年度 平成29年度

■ 保証承諾

平成30年度 平成29年度

■ 保証債務残高

地　区
前年比 構成比増減構成比金　額 構成比金　額

△0.5
△0.4
0.0
0.1
△0.5
1.4
△0.1
△0.2
△0.3
△0.6
0.1
0.1
1.0
0.0
0.0
0.0

0.0

0.0

93.4%
89.7%
87.0%
97.5%
85.7%
112.3%
83.2%
83.5%
88.9%
86.1%
99.1%
95.3%
116.6%
96.8%
94.5%
94.5%

94.5%

74.2%
94.5%

144,326
24,938
1,358
14,192
14,917
27,417
2,591
4,754
16,373
18,412
3,651
18,820
17,227
5,692

314,669
261,705

52,963

573
315,241

45.8%
7.9%
0.4%
4.5%
4.7%
8.7%
0.8%
1.5%
5.2%
5.8%
1.2%
6.0%
5.5%
1.8%
99.8%
83.0%

16.8%

0.2%
100.0%

154,539
27,797
1,561
14,562
17,405
24,422
3,114
5,691
18,420
21,385
3,683
19,738
14,776
5,879

332,972
276,946

56,026

771
333,743

46.3%
8.3%
0.5%
4.4%
5.2%
7.3%
0.9%
1.7%
5.5%
6.4%
1.1%
5.9%
4.4%
1.8%
99.8%
83.0%

16.8%

0.2%
100.0%

地　区
前年比 構成比増減構成比金　額 構成比金　額

1.2
0.0
0.0
△0.1
△0.2
0.1
0.0
△0.1
△0.4
△0.3
0.0
0.0
0.0
△0.1
0.0
0.2

△0.3

0.0

44.1%
7.9%
0.5%
4.4%
5.0%
8.5%
0.9%
1.5%
5.5%
6.2%
1.1%
7.3%
5.0%
1.8%
99.7%
83.2%

16.5%

0.3%
100.0%

303,114
54,191
3,327
30,112
34,129
58,418
6,326
10,617
38,111
42,564
7,751
50,318
34,229
12,503
685,709
571,982

113,728

1,975
687,684

98.2%
95.0%
90.6%
93.7%
91.3%
96.1%
94.2%
90.2%
89.2%
91.3%
95.7%
95.3%
95.5%
90.9%
95.5%
95.8%

94.1%

105.7%
95.5%

308,704
57,071
3,670
32,147
37,379
60,791
6,719
11,766
42,721
46,617
8,099
52,815
35,841
13,760
718,099
597,195

120,903

1,869
719,968

42.9%
7.9%
0.5%
4.5%
5.2%
8.4%
0.9%
1.6%
5.9%
6.5%
1.1%
7.3%
5.0%
1.9%
99.7%
82.9%

16.8%

0.3%
100.0%

石狩振興局 
渡島総合振興局 
桧山振興局 
後志総合振興局 
空知総合振興局 
上川総合振興局 
留萌振興局 
宗谷総合振興局 
オホーツク総合振興局 
胆振総合振興局 
日高振興局 
十勝総合振興局 
釧路総合振興局 
根室振興局 
小　計 
     道内（市）計
     道内（町村）計

道外 
合　計

-

-

石狩振興局 
渡島総合振興局 
桧山振興局 
後志総合振興局 
空知総合振興局 
上川総合振興局 
留萌振興局 
宗谷総合振興局 
オホーツク総合振興局 
胆振総合振興局 
日高振興局 
十勝総合振興局 
釧路総合振興局 
根室振興局 
小　計 
     道内（市）計
     道内（町村）計

道外 
合　計
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成30年度 平成29年度

資金使途別保証承諾4

平
成
30
年
度

業
務
概
況

■ 代位弁済

平成30年度 平成29年度

地　区
前年比 構成比増減構成比金　額 構成比金　額

0.3
△2.6
0.7
1.9
0.0
2.8
1.0
△1.7
△1.6
△1.9
△0.1
3.0
△4.3
2.2
△0.2
△3.2

3.1

0.2

38.3%
6.1%
0.9%
8.0%
4.6%
11.1%
1.2%
1.1%
3.0%
3.9%
2.2%
6.1%
5.9%
7.1%
99.5%
82.3%

17.2%

0.5%
100.0%

2,897
464
67
608
348
840
91
83
225
295
166
459
446
537
7,524
6,225

1,299

40
7,564

91.6%
64.2%
456.1%
119.0%
90.8%
122.0%
633.5%
35.7%
58.9%
60.7%
87.1%
177.1%
52.7%
130.8%
90.6%
87.4%

110.4%

146.6%
90.8%

3,163
723
15
511
383
689
14
232
382
485
190
259
846
410
8,302
7,126

1,176

27
8,329

38.0%
8.7%
0.2%
6.1%
4.6%
8.3%
0.2%
2.8%
4.6%
5.8%
2.3%
3.1%
10.2%
4.9%
99.7%
85.5%

14.1%

0.3%
100.0%

石狩振興局 
渡島総合振興局 
桧山振興局 
後志総合振興局 
空知総合振興局 
上川総合振興局 
留萌振興局 
宗谷総合振興局 
オホーツク総合振興局 
胆振総合振興局 
日高振興局 
十勝総合振興局 
釧路総合振興局 
根室振興局 
小　計 
     道内（市）計
     道内（町村）計

道外 
合　計 -

件　数 金　額 金額前年比 金額構成比 件　数 金　額 金額前年比 金額構成比
資金使途

運転資金
設備資金
運転設備併用資金
合　計

24,425
2,784
1,234
28,443

282,422
20,913
11,906
315,241

93.9%
97.4%
102.7%
94.5%

989.6%
6.6%
3.8%

100.0%

24,732
2,916
1,222
28,870

300,673
21,477
11,593
333,743

94.3%
96.5%
103.1%
94.7%

90.1%
6.4%
3.5%

100.0%
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

期間別保証承諾5

件　数 金　額 金額前年比 金額構成比 件　数 金　額 金額前年比 金額構成比
保証期間 平成30年度 平成29年度

4,543
6,648
11,191
1,564
8,215
5,604
1,869
17,252
28,443

49,624
84,003
133,627
6,331
71,092
68,266
35,925
181,614
315,241

92.8%
100.6%
97.6%
81.0%
83.7%
97.2%
106.1%
92.3%
94.5%

15.7%
26.6%
42.4%
2.0%
22.6%
21.7%
11.4%
57.6%
100.0%

4,474
6,140
10,614
1,757
9,181
5,511
1,807
18,256
28,870

53,450
83,480
136,930
7,818
84,928
70,204
33,863
196,813
333,743

92.8%
95.8%
94.6%
82.6%
98.4%
95.1%
88.9%
94.8%
94.7%

16.0%
25.0%
41.0%
2.3%
25.4%
21.0%
10.1%
59.0%
100.0%

6ヵ月以内
1年以内
短期資金計
3年以内
5年以内
7年以内
7年超
長期資金計
合　計

金額帯別保証承諾6

件　数 金　額 件数前年比 件数構成比 件　数 金　額 件数前年比 件数構成比
保証金額帯 平成30年度 平成29年度

12,464
7,617
6,956
1,080
295
31

28,443

41,313
66,632
138,227
45,230
20,110
3,730

315,241

98.7%
101.7%
98.1%
84.5%
78.7%
58.7%
94.5%

13.1%
21.1%
43.8%
14.3%
6.4%
1.2%

100.0%

12,669
7,445
7,067
1,265
371
53

28,870

41,876
65,531
140,906
53,524
25,549
6,356

333,743

99.5%
95.9%
93.5%
94.6%
93.7%
85.2%
94.7%

12.5%
19.6%
42.2%
16.0%
7.7%
1.9%

100.0%

5百万円以下
5百万円超～10百万円以下
10百万円超～30百万円以下
30百万円超～50百万円以下
50百万円超～80百万円以下
80百万円超
合　計

平
成
30
年
度

業
務
概
況
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平成30年度
決算報告
　　貸借対照表

　　収支計算書

　　財産目録

1

2

3

04
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■ 貸借対照表 （平成31年3月31日現在）
（単位：円）

金　　　　額 金　　　　額

貸　　　　　方借　　　　　方

借　方

貸　方

●有価証券
代位弁済の支払準備資産
として安全有利な資金運用
を行うため、地方債・社債
などを保有しています。

●求償権
金融機関に代位弁済した
債権が求償権ですが、経理
上の求償権は代位弁済した
金額から回収金ならびに
償却分（保険金償却・損失
補償金償却・自己償却）を
控除した金額です。

●未経過保険料
当年度中に日本政策金融
公庫へ支払った保険料の
うち、翌事業年度以降にかか
る部分を計上しています。

●基本財産
一般企業の資本金に相当
するものです。地方公共
団体や金融機関等から拠出
された「基金」と過去の収支
差額の累計「基金準備金」
で構成されています。

●収支差額変動準備金
収支差額に欠損が生じた
場合などに備え協会経営の
安定のために積み立てて
います。
平成30年度は当期収支
差額から8億58百万円を
繰入しました。

●損失補償金
地方公共団体等が信用保
証協会の保証債務履行に
基づく損失につき補償を
行う場合の限度額を計上
しています。

●未経過保証料
受入保証料のうち翌事業
年度以降にかかる部分を
計上しています。

平成30年度 貸借対照表

貸借対照表の用語解説

平
成
30
年
度

決
算
報
告

2,127,924

2,107,850

20,074

7,814,758,182

0

4,812,259,527

0

2,980,000,000

22,498,655

0

80,930,350,000

0

29,193,660,000

51,730,690,000

6,000,000

0

10,444,160

0

10,444,160

3,320,574,629

3,277,203,326

43,371,303

0

15,284,356,346

687,684,266,142

2,474,299,391

0

2,472,463,695

51,143,245

0

611,793,500

32,105

149,368,396

1,660,126,449

799,993,640,469

57,200,000,000

13,793,799,000

43,406,201,000

0

18,755,848,503

4,187,870,229

958,742,233

2,212,901,844

15,284,356,346

687,684,266,142

0

0

0

0

0

0

0

0

0

13,709,655,172

25,923,140

224,261,194

99,679,399

13,352,585,467

5,250,663

1,955,309

799,993,640,469

科 目

現 金

現 金

小 切 手

預 け 金

当 座 預 金

普 通 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

郵 便 貯 金

金 銭 信 託

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

受 益 証 券

その他有価証券

新 株 予 約 権

フ ァ ン ド 出 資

動 産・不 動 産

事 業 用 不 動 産

事 業 用 動 産

所有動産・不動産

損失補償金見返

保 証 債 務 見 返

求 償 権

譲 受 債 権

雑 勘 定

仮 払 金

保 証 金

厚 生 基 金

連 合 会 勘 定

未 収 利 息

未 経 過 保 険 料

合 計

科 目

基 本 財 産

基 金

基 金 準 備 金

制度改革促進基金

収支差額変動準備金

責 任 準 備 金

求償権償却準備金

退 職 給 与 引 当 金

損 失 補 償 金

保 証 債 務

求 償 権 補 て ん 金

保 険 金

損失補償補てん金

借 入 金

長 期 借 入 金

（うち日本政策金融公庫分）

短 期 借 入 金

（うち日本政策金融公庫分）

収支差額変動準備金造成資金

雑 勘 定

仮 受 金

保 険 納 付 金

損 失 補 償 納 付 金

未 経 過 保 証 料

未 払 保 険 料

未 払 費 用

合 計
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■ 収支計算書 （単位：円）

経 常 収 入
保 証 料

8,736,798,402
6,696,498,330

預 け 金 利 息 313,515
有 価 証 券 利 息・配 当 金 1,048,360,848
調 査 料 0
延 滞 保 証 料 0
損 害 金 45,855,829
事 務 補 助 金 26,132,807
責 任 共 有 負 担 金 845,128,000
雑 収 入 74,509,073

業 務 費
6,576,479,730
2,814,114,961

借 入 金 利 息

経 常 支 出

0
信 用 保 険 料 3,691,902,481
責 任 共 有 負 担 金 納 付 金 52,010,488
雑 支 出 18,451,800
経 常 収 支 差 額 2,160,318,672
経 常 外 収 入 12,346,960,509
償 却 求 償 権 回 収 金 172,142,778
責 任 準 備 金 戻 入 4,392,775,338
求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入 1,266,362,727
求 償 権 補 て ん 金 戻 入 6,509,528,207
保 険 金

役 職 員 給 与
退 職 給 与 引 当 金 繰 入
そ の 他 人 件 費
旅 費
事 務 費
賃 借 料
動 産 ・ 不 動 産 償 却
信 用 調 査 費
債 権 管 理 費
指 導 普 及 費
負 担 金

5,707,466,147
損 失 補 償 補 て ん 金 802,062,060

1,474,191,573
139,697,802
299,593,870
27,888,105
448,040,593
141,744,118
63,261,343
7,518,975

100,302,692
80,799,555
31,076,335

補 助 金 0
そ の 他 収 入 6,151,459
経 常 外 支 出 12,649,472,444
求 償 権 償 却 7,481,767,335
譲 受 債 権 償 却 0
有 価 証 券 償 却 0
雑 勘 定 償 却 10,710,061
退 職 金 7,406,088
責 任 準 備 金 繰 入 4,187,870,229
求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入 958,742,233
そ の 他 支 出 2,976,498
経 常 外 収 支 差 額 △302,511,935
制 度改革促進基金取崩額 0
収支差額変動準備金取崩額 0
当 期 収 支 差 額 1,857,806,737
収支差額変動準備金繰入額 857,806,737
基 本 財 産 繰 入 額 1,000,000,000

科　　　　　　目 金　　　　　額

収入の部

支出の部

●保証料
保証ご利用の際に中小企業の方からいただく
保証料で当該決算期間に対応する額、つまり（前期
末未経過保証料＋当期受入保証料―当期末
未経過保証料）が計上されます。

●求償権補てん金戻入
代位弁済により日本政策金融公庫から受領した
保険金と地方公共団体・全国信用保証協会連合
会から受領した損失補償金からなっています。

●信用保険料
日本政策金融公庫へ支払う信用保険料です。
（当期支払保険料＋前期末未経過保険料＋当期
末未払保険料―前期末末払保険料－当期末
未経過保険料）を計上しています。

●求償権償却
当年度末求償権のうち法的整理の結果、回収
不能となって償却した求償権や当年度受領した
保険金相当額等を計上しています。

●責任準備金繰入
不測の事態に備えて積み立てる準備金で、一般
企業の「貸倒引当金」に相当するものです。年度
末の保証債務残高に対し、一定の割合で積み
立てています。
（洗替方式）

●求償権償却準備金繰入
協会資産の健全性を保つために、年度末求償権
のうち回収困難な額を見積もって一定の割合を
積み立てています。
（洗替方式）

●当期収支差額
基本財産・収支差額変動準備金に全額を組み
入れし、当協会が健全な運営を行い、公共的使命
を果たしていく上で必要な基本財産等の充実に
充てています。

平成30年度 収支計算書

収支計算書の用語解説

平
成
30
年
度

決
算
報
告

平成30年4月1日から
平成31年3月31日まで（　　　　　　　　）
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（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

科 目
現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
その 他 有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定
合 計

金 額
2,127,924

7,814,758,182
0

80,930,350,000
10,444,160

3,320,574,629
15,284,356,346
687,684,266,142
2,474,299,391

0
2,472,463,695

799,993,640,469

科 目
責 任 準 備 金
求償権償却準備金
退 職 給 与 引当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補てん 金
借 入 金
雑 勘 定

合 計
正 味 財 産

金 額
4,187,870,229
958,742,233
2,212,901,844
15,284,356,346
687,684,266,142

0
0

13,709,655,172

724,037,791,966
75,955,848,503

90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

14.00％

12.00％

10.00％

8.00％

6.00％

4.00%

2.00%

0.00%

20,000
18,000
16,000
14,000
12,000
10,000
8,000
6,000
4,000
2,000

平成30年度 財産目録

資　　　　　産 負　　　　　債
■ 財産目録

■ 基本財産の推移

▼
基金の構成

■ 収支差額変動準備金の推移

■ 支払準備資産の推移（借入金および関連会社株式を除く）

（平成31年3月31日現在）
（単位：円）

平
成
30
年
度

決
算
報
告

年度 基金準備金 合　計基　金
13,793,799
13,793,799
13,793,799
13,793,799
13,793,799

37,706,201
39,706,201
41,406,201
42,406,201
43,406,201

51,500,000
53,500,000
55,200,000
56,200,000
57,200,000

26
27
28
29
30

年度 取　崩 残　高繰　入
902,183
736,942
771,540
961,206
857,807

0
0
0
0
0

15,428,354
16,165,296
16,936,836
17,898,042
18,755,849

26
27
28
29
30

年度 有価証券 支払準備率※
（支払準備資産/保証債務残高）

現金・預け金

12,680,689
8,547,940
8,194,235
5,113,934
7,816,886

67,658,245
74,664,395
77,090,255
81,907,905
80,930,350

9.65%
10.40%
11.26%
12.09%
12.91%

合　計

80,338,934
83,212,335
85,284,490
87,021,839
88,747,236

26
27
28
29
30
※支払準備率については業務方法書において２％以上を保有することになっております。

市町村 金融機関等北海道
12,345,046 411,680 1,037,073

26 27 28 29 30

26 27 28 29 30

…現金・預け金　　　…有価証券　　　…支払準備率※（支払準備資産/保証債務残高）

（百万円）

（百万円）

26 27 28 29 30

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

…基金　　　…基金準備金

（百万円）
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事業実績
および評価
　　平成30年度
　　年度経営計画の自己評価
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平成30年度 年度経営計画の自己評価

事
業
実
績

お
よ
び
評
価

　北海道信用保証協会は、公的な「保証機関」として、中小企業の資金調達の円滑化を図り、中小企業の健全な育成
と地域経済の発展に貢献して参りました。
　平成３０年度の年度経営計画に対する実施評価は以下のとおりです。
　なお、実施評価にあたりまして、中小企業診断士 森永文彦様、公認会計士 簱本道男様、弁護士 伊藤隆道様に
より構成される「外部評価委員会」の意見を踏まえ、作成いたしましたので、ここに公表します。

（１）地域経済および中小企業動向
① 北海道の景気動向
　平成３０年度の道内の景気動向は、年度当初より緩やかに回復を続けました。北海道胆振
東部地震の発生により景気の下振れが懸念されましたが、復興需要が顕在化するにつれ、
観光の回復と相まって景気への下押し圧力は緩和を続けました。

② 中小企業を取り巻く環境
　企業倒産は低水準で推移したものの、人口減少や少子高齢化等を背景とした地域経済の
活力低下や人手・人材不足、さらには事業承継問題の顕在化など、中小企業を取り巻く環境
には、依然として難しい課題が山積しています。

業務環境について1

（2）道内企業の資金繰り状況
　日銀短観による資金繰り判断では、全産業において改善を示し、金融機関の貸出態度判断や
金利水準判断などからも、資金調達環境としては総じて明るいものとなりました。

（3）道内企業の設備投資動向
　道内企業における設備投資は緩やかに増加が続きました。

（4）道内の雇用情勢
　幅広い業種で人手不足感が強まったことから、有効求人倍率は前年度を上回って推移しました。
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　平成３０年度の事業概況は、担保・保証に依存しない融資を進める金融機関が信用保証利用に
対して慎重であったことに加え、低金利下における信用保証料の割高感などから、保証付融資を
取り巻く金融環境は依然として厳しい状況が続きました。
　しかしながら、９月の北海道胆振東部地震の発生を受け、当協会では、危機時の対応として、
災害関係保証や経営安定関連保証など国の施策に積極的に呼応するとともに、独自の保証制度
である「緊急短期資金保証」を震災直後に創設し、被災された中小企業・小規模事業者への迅速
かつ弾力的な支援の取り組みをしたこともあり、保証承諾、保証債務残高については当初事業計画
を上回る実績となりました。
　代位弁済は、リーマンショックをピークとして年々減少傾向にあり、返済緩和を伴う条件変更に
おいても変更承諾の年度累計額は前年度を下回りました。
　求償権の回収は、早期に現況を把握し、実態に見合った回収方針や行動計画を策定のうえ回収
に努めたことで、当初計画を上回りました。

事業概況2

・経常収入は、保証料収入減少が主要因で前年比５億２９百万円減少しました。
・経常支出は、信用保険料、責任共有負担金納付額の減少により前年比２億37百万円減少しました。
・経常外収支差額は、代位弁済の減少に伴い、求償権償却や求償権償却準備金繰入の減少を主要因
として、前年度と比べマイナス幅が減少しました。
・当期収支差額は、１８億５８百万円となりました。
この収支差額の剰余金処理については、基金準備金に１０億円、収支差額変動準備金に８億５８百
万円をそれぞれ繰入しました。

決算概要3

保 証 承 諾
保証債務残高
代 位 弁 済
求償権回収

28,443
35,665
1,132

98.5
97.5
96.7

315,241
687,684
7,564
2,884

94.5
95.5
90.8
96.9

290,000
660,800
9,000
2,700

108.7
104.1
84.0
106.8

項　目 件　数
前年比

実績金額
前年比

計画金額 計画達成率

（単位：件、百万円、％）

8,737
6,576
2,160
12,347
12,649
△303
1,858

科 目
経 常 収 入
経 常 支 出
経 常 収 支 差 額
経 常 外 収 入
経 常 外 支 出
経 常 外 収 支 差 額
当 期 収 支 額

（単位：百万円）

-

　平成30年度の決算概要（収支計算書）は、以下のとおりです。

金　　　額
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重点課題への取り組み状況4

（1）政策保証の推進
　中小企業・小規模事業者のライフステージの局面に応じて、国の各種政策保証の適切な推進
と地方公共団体と連携した融資制度の推進に努めました。
　ライフステージ別では、信用保証制度見直しにより拡充された創業関連保証や小口零細企業
保証が前年度実績を大きく上回りました。
　また、事業承継時における特定経営承継関連保証、事業承継サポート保証のほか、再生期に
おける経営力強化保証、経営改善サポート保証の取扱推進に努めました。
　さらには、廃業時における新たな保証制度である自主廃業支援保証の取扱も行いました。
　９月に発生した「北海道胆振東部地震」では、危機時対応として、国の施策に呼応し、災害関係
保証や経営安定関連保証への柔軟な対応に加え、独自の保証制度である緊急短期資金保証
を創設し、被災中小企業・小規模事業者への迅速かつ弾力的な支援を展開しました。
　引き続き、被災中小企業への弾力的な支援はもとより、中小企業・小規模事業者のライフ
ステージにおけるさまざまな課題に適切に取り組んでいく必要があると認識しています。

昨年度の重点課題として掲げた項目への主な取り組み状況は、以下のとおりです。

各種政策保証の実績

創業関連保証
創業等関連保証（合算） 1,387

5,736

102

50

3

431

411

1

25,418

1,867

733

15

9,701

3,429

30

142.3%

95.6%

84.0%

103.8%

5,930 133.1%

件　数制度名 金額（百万円） 前年比（金額）

小口零細企業保証

経営力強化保証

経営改善サポート保証

災害関係保証

経営安定関連保証

緊急短期資金保証

自主廃業支援保証

-

-

-

地方公共団体による融資制度の実績

5,379

3,969

4,754

51,207

43,072

34,769

102.4%

89.0%

94.3%

件　数制度名 金額（百万円） 前年比（金額）

北海道の制度

札幌市の制度

その他市町村制度
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-66回

295回

2,020

2,620人

21,689

（2）金融機関との適切なリスク分担の推進
　地域金融機関との意見交換会や勉強会を通じて、適切なリスク分担に関する認識の共有化
に取り組んだほか、協調融資型保証制度「スクラム3000」の取扱を推進しました。
　金融機関との連携強化および適切なリスク分担の推進は、信用保証協会の業務を展開する
上で極めて重要な事項と認識しています。今後も意見交換会等による金融機関との対話を
促進し、PDCAサイクルに基づく取り組みが必要と考えています。

（3）創業支援の充実
　創業者や創業間もない企業に対し、創業関連保証、創業等関連保証による積極的な支援を
展開しました。
　また、創業間もない企業へのフォローアップ支援を目的とした創業者への事業者訪問による
モニタリングを実施しました。
　創業支援は、地域経済の活性化や雇用の創出など地方創生への貢献にも繋がる重要な施策
と認識しています。今後も引き続き積極的に取り組んで参ります。

（4）事業承継円滑化の取り組み
　本店に設置した「事業承継サポートデスク」の機能強化に取り組み、事業承継に関連する各
種政策保証の取扱推進に努めました。
　また、北海道事業引継ぎ支援センターとの意見交換会を開催し、事業承継の分野における
連携強化に取り組みました。
　道内中小企業・小規模事業者の後継者不在率は全国一であり、事業承継の円滑化に向けた
取り組みは喫緊の課題と認識しています。今後も事業承継の準備を促すとともに、事業承継
に関連する各種政策保証の周知・推進に努めます。

金融機関本部との意見交換会

金融機関との勉強会

スクラム3000

実施内容

制度名

回　数

件　数

参加人数

金額（百万円）

2

3

54件

特定経営承継関連保証

事業承継サポート保証

事業承継サポートデスク相談

制度名

実施内容

件　数

受付数

金額（百万円）

（前年比）

5,930創業関連保証、創業等関連保証

創業者への事業者訪問によるモニタリング

制度名

実施内容

件　数

先　数

金額（百万円）

1,387

261先

26

145

（+34件）
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（5）経営支援・事業再生の推進
ア. 経営支援の推進については、主に次の課題解決の方策に取り組みました。
・職員を関係機関の経営金融相談室に派遣し、経営支援等の相談に適切に対応しました。
・「経営サポート会議」を開催し、中小企業・小規模事業者の調整負担の軽減に努めました。
・「経営改善支援事業」の展開や当協会独自の外部専門家派遣事業により、中小企業・小規模      
　事業者の経営改善支援に努めました。
・返済緩和を繰り返す中小企業・小規模事業者に対し、金融機関と連携し、正常化に向けた
　経営支援を促しました。

イ. 再生支援の推進については、主に次の課題解決の方策に取り組みました。
・再生局面にある中小企業・小規模事業者については、中小企業再生支援協議会等と連携
　し再生支援に取り組んだほか、金融機関と連携しモニタリングによるフォローアップ 
　支援に取り組みました。
・求償権直接放棄や第二会社方式による実質的求償権放棄、求償権不等価譲渡、さらには
　「経営サポート会議」による求償権消滅保証の取扱等により、再生局面における各種支援
　を実施しました。

39件

165回

584先

206先

32先

112先

70先

89先

経営金融相談室での相談

経営サポート会議の開催

正常化支援した実績

実施内容

経営改善支援事業

実施内容

件数・回数

先　数

先　数

（前年比）

（計画比）

金額（百万円）

（+44回）

（+84先）

（+66先）

（+7先）

2,021

①事業者訪問

②専門家派遣・経営診断

③経営改善計画策定支援

①専門家派遣・経営診断

②経営改善計画策定支援

新規分

フォローアップ

-

-

-

　中小企業・小規模企業に対する経営支援が信用保証協会の新たな業務に位置付けられており、
その実効を確保する必要があると認識しています。
　そのため今年度より各種経営支援施策の効果を検証する仕組みの構築に向け、データ蓄積等
の準備を進めます。

1先

2先

1先

7先

1先

求償権直接放棄

第二会社方式による求償権放棄

求償権不等価譲渡

求償権消滅保証

保証付DDS

実施内容 先　数 支援額（百万円）

24

113

58

92

17
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444
1,513

75件
1,044件
1,901件
3,188件

新規求償権からの回収額
通常督促による回収額

一部弁済による保証債務免除
法的申立件数
管理事務停止
求償権整理

実施内容

実施内容

回収額（百万円）

件　数

前年比（百万円）

前年比

（△95）
（△49）

（△18件）
（△470件）
（△161件）
（+1,425件）

164人コンプライアンス研修の受講
実施内容 参加人数 前年比

（+30人）

（6）求償権回収の効率化・最大化
　期中支援部署や金融機関と連携し、新規求償権の早期実態把握に努めました。
　個々の求償権の実情を把握し、損害金の減免や一部弁済による保証債務免除等を活用して、
効率的な回収に努めました。
　また、任意回収が困難な場合、迅速かつ効果的な法的措置を講じ回収の促進を図るとともに、
回収が困難な求償権は管理事務停止および求償権整理を進めました。
　法的申立件数の大幅減少は、管理コストを考慮した取り組みの継続によるものであり、引き
続き一部弁済による保証債務免除等の活用も含め、債務者の実態に合わせた効率性を重視
した管理・回収を進めていく必要があると認識しています。

（7）運営規律の強化
　内部研修等を通じてコンプライアンス態勢の整備充実を図り、ガバナンス強化に努めました。

（8）広報活動の充実
　保証協会システムセンターとの連携を強化し、情報システムの安定運用に努めました。また、
各種広報誌や広告等を活用し、広報活動の充実に努めました。
　北海道胆振東部地震に際しては、広報誌「保証のしるべ臨時号」を発行し、被災中小企業・
小規模事業者向けの保証制度等に関して、迅速な情報発信を行いました。

外部評価委員会による意見5

① 中小企業信用保険法等の改正を経て、平成３０年４月から開始された新たな信用保証制度
では、中小企業・小規模事業者の多様な資金需要に一層対応していくことが求められている
が、制度の拡充がなされた「創業関連保証」「小口零細企業保証」の取扱増加や、事業承継時
における各種政策保証の取り組み、さらには廃業時における「自主廃業支援保証」の実績
があったことは、改正法が求めている企業のライフステージに応じた多様な資金需要に対
するきめ細かな対応が実践された結果だと考える。
また、「北海道胆振東部地震」においては、震災直後に独自保証制度である「緊急短期資金
保証」を立ち上げ、国や道の施策と呼応しながら、被災中小企業・小規模事業者への迅速
かつ積極的な対応を展開したことは、地域金融におけるセーフティネット機能を充分に発
揮したものとして評価できる。
引き続き、被災事業者の弾力的な支援はもとより、ライフステージを意識したきめ細かな
支援の取り組みを期待する。

（1）重点課題への取り組みに関する評価

　中小企業診断士 森永文彦、公認会計士 旗本道男、弁護士 伊藤隆道により構成される「外部
評価委員会」の意見・アドバイスは以下の通り。
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② 金融機関との適切なリスク分担の推進に関する取り組みについては、金融機関本部との意見
交換会のほか、現業における金融機関との勉強会も積極的に開催されており、地域金融機関
との連携強化が進んでいるものと考える。
今後とも、協調融資型保証制度「スクラム３０００」を推進するほか、金融機関との対話を継続
し、適切なリスク分担に関する認識の共有化に取り組むことを期待する。

③ 「短期継続保証」や「ＢＣＰ策定サポート保証」など、新たな独自保証制度を実施したことは、
中小企業・小規模事業者の多様な資金ニーズに応えるうえで、有効な取り組みであると
考える。
また、経営者保証に拠らない保証取扱については、運用開始初年度においては、一定程度
の実績があったものと考える。金融機関向けの通知や広報誌等において、経営者保証に
拠らない保証取扱に関する更なる周知に取り組んでおり、今後の実績の積み重ねに期待
する。

④ 経営改善支援事業については、保証協会における経営支援業務が法律に明文化された経緯
を踏まえ、大幅に増加させた実施計画のもとで事業展開をしたが、計画以上の実績を残した
ことは評価したい。また、経営サポート会議や各種再生支援にも積極的に取り組んでおり、
改正法が求める「経営改善・事業再生の推進」を実践しているものと考える。
今後は、経営支援に関する効果測定が必要となることから、取り組みの実効性を高める一層
の努力を期待する。

⑤ 地方公共団体の融資制度の推進や「北海道中小企業支援ネットワーク」の事務局運営と
いった継続した取り組みに加え、道や北海道事業引継ぎ支援センターとの勉強会の開催、
広報誌への地方公共団体の施策掲載など、関係機関との連携強化に資する新たな取り組み
がなされたことは評価できる。
引き続き、関係機関との連携強化を通じて、地域全体の経営改善・再生スキルの向上に
努めることを期待する。

⑥ 個々の求償権の実情を把握し、効率性を考慮した適切な処理を講じながら、効果的な回収
と整理に努めたことは評価できる。
また、再生支援部署と連携した求償権先の事業再生支援にも取り組んでおり、今後とも回収・
整理の推進のみならず、事業再生の側面を踏まえた取り組みの強化を期待する。　

⑦ コンプライアンス・プログラムや事業継続計画（ＢＣＰ）は着実に遂行されている。
一方、北海道胆振東部地震を踏まえ、その経験を今後に生かす必要があるため、課題の抽出
と解決に向けた取り組みを期待する。

　低金利下における信用保証料の割高感など保証
付融資を取り巻く環境は厳しい状況が続いたが、
新たに創設した「短期継続保証」の積極的な推進
や、北海道胆振東部地震における弾力的な支援の
取り組み等もあり、保証承諾・保証債務残高ともに
計画を達成したことは評価する。
　また、代位弁済や求償権回収についても、計画
を達成し、各項目が着実に遂行されたものと考える。
　一方、収支計画においても、当初計画以上に基本
財産の増強がなされたことは評価できる。今後とも、
経営の合理化・効率化を不断に進め、経営基盤の
強化を図ることを期待する。

（2）事業計画・収支計画への取り組みに関する評価
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平成31年度 年度経営計画

経営方針

年
度
経
営
計
画

（１）業務環境
① 経済動向
　北海道地域の景気は、緩やかに回復している。
　一方、先行きとしては、復興需要が顕現化していくほか、観光の回復が続くとみられる
ものの、海外経済の不確実性などの懸念材料もあることから、今後の動向を注視する必要
がある。

② 中小企業を取り巻く環境
　景気全体としては緩やかに回復しており、企業倒産は低水準で推移している。
　しかしながら、人口減少や少子高齢化等を背景とした地域経済の活力低下や人手・人材
不足、さらには事業承継問題の顕在化など、中小企業を取り巻く環境には難しい課題が山積
しており、中小企業者数の減少が大きな社会問題となっている。

（2）業務運営方針
　当協会は、これらの業務環境を踏まえ、信用保証協会の公共的使命を自覚し、北海道胆振東部
地震により被災した道内中小企業・小規模事業者の早期復旧・復興をサポートするとともに、
中小企業・小規模事業者のライフステージの各局面において、信用保証制度がその事業の
発展を支えるものとなるよう、以下の内容を基本方針として取り組む。
　また、当協会が将来に亘って公共的使命を果たし続けていくため、引き続き経営基盤の強化
に努める。
① 信用保証の安定的な供与
　中小企業・小規模事業者のライフステージの局面に応じ、経営支援の実施とあわせ、国
および地方公共団体の施策に呼応し、国の各種政策保証や地方公共団体による融資制度
を適切に推進する。

② 顧客満足度の向上
　企業者訪問等を通じて、中小企業・小規模事業者の多様なニーズを的確に把握するとと
もに、利用者へのきめ細かい対応によってサービスの向上に努め、保証業務の充実を図る。

③ 中小企業の経営改善・生産性向上に向けた取り組み
　中小企業・小規模事業者の経営改善・生産性向上に向け、金融機関との適切なリスク分担
を推進するとともに、事業性を評価した適切な保証審査に努める。

④ 経営支援・事業再生の推進
　経営サポート会議の開催や専門家を活用した中小企業・小規模事業者への経営改善計画
策定支援などに積極的に取り組むことで、経営支援・事業再生の推進に努める。
　また、「北海道中小企業支援ネットワーク」の事務局として、構成機関との連携を促進し、
地域全体の経営改善・再生スキルの向上を図る。

⑤ 地方創生への貢献
　地域の課題を踏まえて、各種保証制度を推進するとともに、地域経済の活力維持や雇用
の確保を図るため、創業を促進する各種施策や事業承継支援に積極的に取り組むことで、
地方創生への貢献を果たす。

37

1



⑥ 求償権の適切な管理
　信用補完制度の堅持やモラルハザードの防止のため、求償権回収の促進を図るとともに、
事業再生支援等の側面を踏まえ、効率性を重視した求償権管理に努める。

⑦ 経営の効率化と組織の活性化
　健全かつ適正な業務運営態勢の確保に努めることで経営の効率化を図るとともに、人材
育成・能力開発を通じた組織活性化に取り組む。

⑧ ガバナンスの強化
　公的な保証機関としてガバナンスの強化を図るため、コンプライアンス態勢ならびに
リスク管理態勢の充実・強化に努める。

年
度
経
営
計
画
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　平成31年度の主要計画数値は以下のとおりです。

事業計画

金　額項　目
2,900億円
6,424億円
6,600億円
85億円
25億円

保　証　承　諾
保 証 債 務 残 高
保証債務平均残高
代　位　弁　済
回　　　　　　収

3



1

【コンプライアンス組織体制図】

監　事

監査室

理事会

常務会

弁護士等

コンプライアンス委員会

課長・支店長

コンプライアンス担当者

職員（嘱託職員、派遣社員を含む）

コンプライアンス統括部署（総務部）

報告 ･連絡・相談

指示

調査・チェック

　当協会では、公共的使命と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて揺るぎない
信頼の確立を図るため、役職員一丸となってコンプライアンスの実践に積極的に取り組んでいます。
　これを実践するため、「信用保証協会倫理憲章」を基本方針に、役職員の行動の指針として「行動
規範」を策定しています。
　また、コンプライアンスの着実な実行と監視のため、コンプライアンス委員会を設置するとともに、
統括部署を定め、コンプライアンスマニュアルの整備や各会議・研修で啓発を行うなど、実践状況
の把握に努めています。
　このほか、各部署にコンプライアンス担当者を設置し、きめ細かい態勢を敷いています。

1．信用保証協会の公共性と社会的責任
　信用保証協会の公共性と社会的責任の重み
を常に認識し、健全な業務運営を通じて信頼の
確立を図る。
2．質の高い信用保証サービス
　経営の効率化に努め、創意と工夫を活かした
質の高い信用保証サービスの提供を通じて、
地域経済の発展に貢献する。

3．法令やルールの厳格な遵守
　あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会
的規範にもとることのない誠実かつ公正な
事業活動を遂行する。
4．反社会的勢力との対決
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反
社会的勢力とは、断固として対決する。
5．地域社会に対する貢献
　広く住民とのコミュニケーションを図りながら
地域社会への貢献に努める。

当協会のコンプライアンスの実践

北海道信用保証協会倫理憲章

07 コンプライアンスの実践の取り組み

コ
ン
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　当協会では、個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報保護に関する取扱いを以下のとおり
「個人情報保護宣言」として制定しています。
　業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個人
情報の取扱いについて以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。

個人情報保護への取り組み

（1）個人情報に関する法令等の遵守
　当協会は個人情報の保護に関する法律（平成15年
法律第57号）などの法令およびガイドライン等を遵守
して、お客様の個人情報を取り扱います。

（2）個人情報の取得・利用・提供
●当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のため
にお客様の個人情報を適正に取得し、利用します。
なお、利用目的の詳細につきましては当協会ホーム
ページ（または備え付けのパンフレット）の「個人情報
保護法に基づく公表事項に関するご案内」の1．「当
協会が取り扱う個人情報の利用目的」に公表して
おりますのでご覧ください。
●取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定
の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使用
いたしません。
●取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定
の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者には
提供・開示しません。
●お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されてい
ない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と
認められる目的以外の目的には使用いたしません。

（3）個人データの適正管理
　お客様の個人データについて、組織的・人的・技術的
安全管理措置を継続的に見直し、お客様の個人データ
の取扱いが適正に行われるように定期的に点検すると
ともに、個人情報保護への取り組みを見直します。

（4）個人情報保護の維持・改善
　当協会は、お客様の個人情報の取扱が適正に行われる
ように定期的に点検するとともに、個人情報保護への
取り組みを見直します。

（5）個人データの委託
●当協会は、個人情報保護法第23条第5項第1号の
規定に基づき個人データに関する取扱を外部に委託
する場合があります。
●委託する場合には適正な取扱いを確保するため契約
の締結、実施状況の点検などを行います。

（6）保有個人データの開示・利用目的の通知
●法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会
が保有するお客様ご自身の個人データの開示および
その利用目的の通知を求めることができます。
●請求の方法は、当協会窓口に備置してある個人情報
開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人確認
書類を添付して当協会窓口に持参または郵送して
ください。

（7）保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者
　 提供の停止
●当協会が保有する個人データに誤りがある場合は
下記の窓口にご連絡ください。調査確認のうえ、法令
等に定める一定の場合を除き、訂正または削除いた
します。
●お客様の個人情報を不適切に取得し、又は目的外に
利用している場合には下記の窓口にご連絡ください。
調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、
保有個人データの利用停止をいたします。
●お客様の個人情報を個人情報保護法第23条に違反
して第三者に提供している場合には、下記の窓口に
ご連絡ください。調査確認のうえ、法令等に定める
一定の場合を除き、保有個人データの第三者提供を
停止いたします。
●（6）および（7）の具体的な手続につきましては当協会
ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個人
情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の
8．（3）「開示等の求めに応じる手続等に関する事項」
をご覧ください。

（8）質問・苦情について
　当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情
について適切かつ迅速に取り組みます。

（9）開示・利用目的の通知・訂正・利用停止・第三者提供
　 の停止・安全管理措置・相談・質問・苦情窓口
　当協会における個人情報等に関する各種のお問い
合わせの窓口は、以下のとおりです。

08 個人情報保護宣言

個
人
情
報

保
護
宣
言

住　　所　札幌市中央区大通西14丁目
電話番号　011-241-5554
部 署 名　総務部 総務課
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次のいずれかに該当する者、その他これらに準ずる者は保証の対象となりません。
① 暴力団
② 暴力団員
③ 暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者
④ 暴力団準構成員
⑤ 暴力団関係企業
⑥ 総会屋等
⑦ 社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等
⑧ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有する者
⑨ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有する者
⑩ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に
　 暴力団員等を利用していると認められる関係を有する者
⑪ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有する者
⑫ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する者

　信用保証協会では、信用保証制度を悪用する行為を排除し、公正な保証取扱をするために保証
申込に際し、次のとおり対応します。
■ 反社会的勢力は信用保証協会の保証対象とはなりません
　信用保証協会では、平成21年7月より「反社会的勢力は信用保証の対象とならない」ことを信用
保証委託契約書等においても明記しているところですが、「暴力団員でなくなった時から5年を
経過しない者」および「反社会的勢力の共生者」についても信用保証の対象とはなりません。
　信用保証協会は、申込人または保証人が反社会的勢力に該当しないこと、および将来にわたって
反社会的勢力に関係しないことを確約しなければ信用保証の対象としておりません。

　また、申込人または保証人が、自らまたは第三者を利用して暴力的な要求行為や法的な責任を
超えた不当な要求行為等を行う場合も保証の対象としておりません。

■ 信用保証料以外に、手数料、入会金、あっせん料、仲介料は一切いただいておりません
　悪質な仲介業者等、いわゆる金融あっせん屋が保証申込にあたり、あっせんを行った手数料等の
名目で、不法な報酬を要求するケースが発生しております。信用保証協会では信用保証料以外に
は、手数料、入会金、あっせん料、仲介料等は一切いただいておりません。

■ 第三者介入、同席の案件には応じられません
　監督官庁および警察庁の指導により、第三者が介入、または相談窓口が認めた方以外の第三者
が同席する案件には、応じられないこととなっております。

■ 申込人本人（法人の代表者を含む）になりすました者の保証には応じられません

■ ご不明な点はご連絡を
　ご利用にあたって、ご不審な点がありましたら信用保証協会までご連絡ください。

※信用保証制度を不正に利用した場合は、法令により処罰されます。

信用保証協会は、信用保証制度を悪用する行為を排除します

09 反社会的勢力の排除

反
社
会
的
勢
力
の

排
除

41



■ 理　事 ■ 機構組織図

■ 監　事

順不同敬称略

会　　長

専務理事

常務理事

理 事 会

主 な 業 務

総務業務の総括、予算・決算、資金運用、
庶務、保証料徴収・返戻、財務データ入力総 務 課

業務・会計監査監 査 室

人 事 課
経営企画課
情報システム課

総
務
部

人事、給与、研修
経営計画の策定、広報
システム運用管理、統計
保証業務の総括・企画・指導業 務 課

審 査 課
審査グループ

保証グループ

経営サポート
グ ル ー プ

保証グループ

経営サポート
グ ル ー プ

企業支援課

代位弁済グループ業
務
部

管 理 課
管理事務課
整理一課

管
理
部

保証一課

保証二課

保
証
部

函館支店
帯広支店
北見支店
小樽支店

旭川支店

釧路支店

保証課

整理課

保証相談、保証審査、
経営改善支援、期中支援、
延滞調整、事故報告
求償権管理回収

室蘭支店
滝川支店
苫小牧支店

支
　
店

保証審査の統括

創業支援・再生支援、経営改善支援の
統括、金融・経営相談、事業承継サポー
トデスク、海外展開サポートデスク、北海
道中小企業支援ネットワーク事務局
管理回収業務の総括・企画・指導
求償権の法的申立

求償権管理回収
整理二課

代位弁済審議

保証相談、保証審査
経営改善支援、期中支援、延滞調整、事故報告
保証相談、保証審査
経営改善支援、期中支援、延滞調整、事故報告

支店管轄の
保証相談、保証審査、経営改善支援、
期中支援、延滞調整、事故報告、
求償権管理回収※

支店管轄の
保証相談、保証審査、経営改善支援、
期中支援、延滞調整、事故報告、
求償権管理回収※

※

※

※

※小樽支店、室蘭支店、滝川支店では「求償権管理回収」は行っておりません。

会 長

専務理事

常務理事

常務理事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

常勤

常勤

常勤

常勤

北海道市長会 会長

北海道町村会 会長

北海道銀行 頭取

北洋銀行 頭取

北海道信用金庫協会 会長

北海道中小企業団体中央会 会長

北海道商工会議所連合会 専務理事

北海道商工会連合会 会長

北海道信用組合協会 会長

青森銀行 札幌支店長

七十七銀行 札幌支店長

山谷　吉宏

北條　富雄

髙橋　義典

三浦　修市

菊谷　秀吉

棚野　孝夫

笹原　晶博

安田　光春

増田　雅俊

尾池　一仁

廣田　恭一

荒尾　孝司

林　　伸幸

菊池　　賢

三瓶　淳也

監 事

監 事

監 事

公認会計士

弁護士・司法書士

常勤

太田　武司

青 木 　 豪

菊地　国行

10 役員名簿・機構組織図（平成31年4月現在）
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窓
口
の
ご
案
内

小樽
札幌

苫小牧
帯広

釧路

室蘭

函館

滝川
旭川

北見

【連絡所】●岩見沢 ●深川
●美唄 ●芦別

滝川支店
073-8691　滝川市大町2丁目5番32号
TEL : 0125-23-1201
FAX : 0125-22-1360

【連絡所】●北見（留辺蘂） ●網走
●紋別 ●遠軽 ●斜里

北見支店
090-8691　北見市北8条東1丁目3番地
TEL : 0157-24-5196
FAX : 0157-24-5191

本店

【連絡所】●江別 ●恵庭

本店
060-8670
札幌市中央区大通西14丁目1番地
TEL : 011-241-2231
FAX : 011-221-1085

【連絡所】●本別 ●清水 ●幕別

帯広支店
080-8691
帯広市西3条南6丁目18番地2
TEL : 0155-24-3658
FAX : 0155-24-3661【連絡所】●北斗 ●江差 ●森

●八雲

函館支店
040-8691　函館市大森町24番1号
TEL : 0138-23-8425
FAX : 0138-23-8471

【連絡所】●伊達

室蘭支店
050-8691　室蘭市東町4丁目29番1号
（市中小企業センター3階）
TEL : 0143-45-6001
FAX : 0143-45-7818

【連絡所】●浦河 ●白老 ●新ひだか

苫小牧支店
053-8725　苫小牧市表町1丁目1番13号
（苫小牧経済センタービル2階）
TEL : 0144-33-1751
FAX : 0144-32-3915

【連絡所】●岩内 ●倶知安 ●余市

小樽支店
047-8691 小樽市稲穂2丁目22番1号
（小樽経済センター2階）
TEL : 0134-22-5188
FAX : 0134-22-5918

【連絡所】●根室 ●白糠 ●厚岸

釧路支店
085-8691　釧路市黒金町６丁目１番地
TEL : 0154-23-1361
FAX : 0154-23-1364

【連絡所】●留萌 ●稚内 ●名寄
●富良野 ●士別 ●上川

旭川支店
070-8691 旭川市7条通13丁目59番地2
TEL : 0166-24-1441
FAX : 0166-25-5649

旭川理容美容
専門学校

北海道信金

北海道信金

キラリス
函館

ホテルパコ

樽
小

お気軽にご相談ください。（連絡所は市町村の商工会議所、商工会内にあります）

11 本支店窓口のご案内

帯
広
中
央
公
園
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http://www.cgc-hokkaido.or.jp/


